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はじめに

地方公共団体の公会計改革及び資産・債務改革に関しては、「地方公共団体における行

政改革の更なる推進のための指針の策定について」（平成18年8月31日総務事務次官通知）

により、原則として国の作成基準に準じた財務４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純

資産変動計算書、資金収支計算書）の整備を、都道府県については、平成21年度までに整

備することとされました。

本県では、平成21年度から、従来作成してきた財務書類の改訂版である「総務省方式改

訂モデル」により財務書類を作成しており、今回、平成25年度決算における財務書類を作

成しました。

なお、財務書類の具体的な作成方法については、「新地方公会計制度研究会報告書」（平

成18年5月18日）及び「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成19年10月17日）に基づ

いています。

○財務４表とは

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書のことであり、そ

れぞれ次の情報を示すものです。

（１）貸借対照表

地方公共団体の財務状態を明らかにするものであり、一定の時期において保有して

いる資産と、その資産をどのような財源（負債、純資産）で賄ってきたかを全体的に

表示したものです。

（２）行政コスト計算書

一会計期間における、資産形成に結びつかない経常的な行政活動に係る費用（経常

費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使用料・手数料等の収益（経常的な収

益）を対比させたものです。

（３）純資産変動計算書

貸借対照表上の純資産が、会計期間中にどのように増減したかを示すものです。

（４）資金収支計算書

一会計期間における資金の増加又は減少の状況を性質の異なる３つの区分(「経常

的収支」、「公共資産整備収支」、「投資・財務的収支」）に分けて表示したものです。
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Ⅰ 普通会計財務４表
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● 作成の基準

○ 対象とした会計

普通会計（一般会計及び９特別会計（公債管理、自動車取得税・自動車税納税証紙、

馬頭最終処分場事業、県営林事業、林業・木材産業改善資金貸付事業、母子寡婦福祉

資金貸付事業、心身障害者扶養共済事業、小規模企業者等設備資金貸付事業、就農支

援資金資金貸付事業））

○ 作成の基準日

平成26年３月31日（ただし、出納整理期間における出納については、基準日までに

終了したものとする。）
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１ 貸借対照表
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（１）作成方法

① 資産

ア 公共資産

(ｱ) 有形固定資産

道路、公園、学校等

長期間にわたって県民

に行政サービスを提供

する資産であり、取得

原価主義により評価す

ることとし、評価額は

普通建設事業費の額の

累計額とする。

また、土地以外につ

いては、定額法により

減価償却をしている。

(ｲ) 売却可能資産

普通財産及び今後売

却を予定している行政

財産を計上。

イ 投資等

公益法人・第三セクタ

ー等への出資金、中小企

業振興等のための貸付金

残高、地域福祉基金等の

特定目的基金、土地開発

基金等の現在高等を計上。

(ｱ) 投資損失引当金

連結対象団体に対す

る｢投資及び出資金｣の

うち、実質価格が30

％以下に低下した場合

の実質価格と取得価格

の差額を計上。

(ｲ) 回収不能見込額

未収金又は貸付金等

の債権のうち、現在の

債務者の状況や過去に

発生した欠損額等から算出される「将来、回収不能となり、不納欠損となること

が見込まれる額」を計上。

○耐用年数一覧表

区　　　分 耐用年数 区　　　分 耐用年数

総務費 土木費

庁舎等 50 道路 48

その他 25 橋りょう 60

民生費 河川 49

保育所 30 砂防 50

その他 25 海岸保全 30

衛生費 25 港湾 49

労働費 25 都市計画

農林水産業費 街路 48

造林 25 都市下水路 20

林道 48 区画整理 40

治山 30 公園 40

砂防 50 その他 25

漁港 50 住宅 40

農業農村整備 20 空港 25

海岸保全 30 その他 25

その他 25 消防費

商工費 25 庁舎 50

その他 10

教育費 50

その他 25

○予算上の区分と貸借対照表上の科目の対応関係

予算上の区分 貸借対照表上の科目

総務費、その他 総務

民生費 福祉

衛生費 環境衛生

農林水産業費、労働費、商工費 産業振興

土木費 生活インフラ・国土保全

消防費・警察費 消防・警察

教育費 教育
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ウ 流動資産

年度間の財源調整のための財政調整基金、県債の償還に充てる県債管理基金、歳

計現金（当該年度の歳入－歳出）、県税等の未収金等を計上。

② 負債

ア 固定負債

県の借入金である地方債残高（翌年度償還額を除く）、退職手当引当金、損失補

償等引当金を計上。

(ｱ) 退職手当引当金

年度末に全職員が普通退職したと仮定した場合に必要となる退職手当のうち、

翌年度支払を予定している退職手当を除いた額を試算の上、計上。

イ 流動負債

翌年度の県債元金償還予定額、賞与引当金等を計上。

(ｱ) 賞与引当金

翌年度支払を予定している賞与（期末・勤勉手当）のうち、当該決算年度中の

勤務に応じて支払うべき額（６月賞与の２／３相当額）を計上。

③ 純資産

ア 公共資産等整備国補助金等

公共資産の形成に充てられた国庫補助金の累計額（土地以外の有形固定資産につ

いては、当該資産の減価償却に合わせて償却）を計上。

イ 公共資産等整備一般財源等

公共資産の形成に充てられた国庫補助金以外の累計額を計上。

ウ その他一般財源等

公共資産の形成に充てられた以外の累計額を計上。

エ 資産評価差額

資産の評価替えを行った場合の売却可能価額と帳簿価額との差額等を計上。

※ 地方公共団体と民間企業では、その活動目的、資産のとらえ方等が大きく異なるこ

とから、民間企業の貸借対照表とは単純に比較できないことに留意する必要がある。

（２）内容

① 本県の資産、負債、純資産の状況

県の資産総額は３兆3,442億円であり、そのほとんどは、道路や河川施設等の有形固

定資産である。一方、資産形成等に要した資金の割合は、負債が40.4％、純資産が59.6

％となっている。

平成24年度との比較では、資産総額が74億円、率にして0.2％の減となっており、公

共資産が174億円、率にして0.6％の減、投資等が59億円、率にして3.0％の増、流動資

産が42億円、率にして5.9％の増となっている。

8



【資 産】

○ 資産の内訳は、道路や河川施設等の公共資産が３兆699億円（構成比91.8％）、投資

及び出資金、基金等の投資等が1,987億円（構成比5.9％）、財政調整基金等の流動資

産が757億円（構成比2.3％）となっている。

○ 公共資産のうち、有形固定資産は３兆517億円であり、その内訳は、道路・河川施

設等の生活インフラ・国土保全が２兆2,085億円（構成比72.4％）、農業基盤施設や治

山・林道等の産業振興が3,102億円（構成比10.2％）、県立高校や社会教育施設等の教

育が2,801億円（構成比9.2％）となっており、減価償却等により総額は163億円の減

となっている。

○ 投資等のうち、基金等については、地域振興基金、緊急雇用創出事業臨時特例基金

等計288億円の積立を行った。一方、地域振興基金、緊急雇用創出事業臨時特例基金

等計216億円を取り崩した結果、前年度に比べ72億円、率にして6.3％の増となってい

る。

○ 流動資産のうち、現金預金には、「財政調整基金」、「減債基金」及び「歳計現金」

が計上されており、「財政健全化取組方針」に基づく取組等により、前年度に比べ、

43億円、率にして6.2%の増となっている。

【負 債】

○ 資産形成等に要した資金のうち、今後返済を要する県債や退職手当引当金といった

負債が１兆3,504億円（資産総額に対し40.4％）となっている。

○ このうち、県債残高（固定負債の地方債と流動負債の翌年度償還予定額の合計）は

１兆1,187億円（満期一括償還財源としての積立を含む。）であり、前年度に比べ

156億円、率にして1.4％の増となっている。この要因は、地方交付税の代替である臨

時財政対策債の発行額の増加によるものであり、同債を除く県債残高は減少している。

【純資産】

○ 資産から負債を差し引いた純資産は、１兆9,938億円であり、前年度に比べ64億円

（0.3％）の減となっている。

○ その他一般財源等は、424億円の減となっている。この要因は、資産形成につなが

らない臨時財政対策債の残高が増加したこと等によるものである。ただし、臨時財政

対策債の償還財源については、全額地方交付税により措置されることとされている。
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② 県民１人当たりの貸借対照表

県民１人当たりの資産は1,693千円（２千円の増）、負債は684千円（２千円の増）、

純資産は1,009千円となっている。

○ 県民１人当たりの資産、負債、純資産は、平成25年度末現在の資産合計、負債合計、

純資産合計について、それぞれ平成26年３月末の住民基本台帳に基づく栃木県人口

1,975,458人で除して算出した。
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２ 行政コスト計算書
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（１）作成方法

① 人にかかるコスト（行政サービスの担い手である職員に要するもの）

ア 人件費

人件費の決算額から退職手当支払額及び前年度賞与引当金計上額を除き、事業費

支弁人件費を加えた額を計上。

イ 退職手当引当金繰入等

退職手当引当金として新たに繰り入れられた分に相当する額を計上。

ウ 賞与引当金繰入額

賞与引当金として新たに繰り入れられた分に相当する額を計上。

② 物にかかるコスト（地方公共団体が最終消費者になっているもの）

ア 物件費

賃金、旅費、需用費、役務費、委託料、備品購入費等を計上。

イ 維持補修費

施設等の効用を維持するための維持管理に要する費用を計上。

ウ 減価償却費

貸借対照表上に計上された有形固定資産について、時の経過等に伴い価値が減少

したと認められる金額（減価償却相当額）を計上。

③ 移転支出的なコスト（他の主体に移転して効果が出てくるようなもの）

ア 社会保障給付

生活保護法等に基づき、被扶助者に対して支給した金額を計上。

イ 補助金等

市町村等に対する負担金、補助金、交付金等を計上。

ウ 他会計への支出額

普通会計以外の会計に対する繰出金を計上。

エ 他団体への公共資産整備補助金等

他団体（国、都道府県、一部事務組合、民間等）が行う公共施設の新設や改良等

の投資的経費について、当該地方公共団体が支出した補助金、負担金等を計上。

④ その他にかかるコスト（上記に属さないもの）

ア 支払利息

地方債利子償還額及び一時借入金利子を計上。

イ 回収不能見込計上額

新たに回収不能見込額として加算された額を計上。

ウ その他行政コスト

失業対策事業及び未払金のうち当該年度債務履行額を計上。
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⑤ 経常収益

「使用料・手数料」及び「分担金・負担金・寄附金」（＝直接の受益者負担）決算

額に当該年度末長期延滞債権及び未収金計上額を加え、前年度末長期延滞債権及び未

収金計上額を控除した額を計上。

⑥ 受益者負担比率

経常収益の経常行政コストに対する割合を計上。

（２）内容

① 本県の経常行政コスト、経常収益の状況

経常行政コストは、総額5,356億円であり、「人にかかるコスト」は2,076億円、

「物にかかるコスト」は1,269億円、「移転支出的なコスト」は1,862億円、「その

他にかかるコスト」は149億円となっている。

平成24年度との比較では、総額が133億円、率にして2.4％の減となっており、そ

の内訳としては、「人にかかるコスト」が129億円、率にして5.8％の減、「物にか

かるコスト」は15億円、率にして1.2％の増、「移転支出的なコスト」は４億円、率

にして0.2％の増、「その他にかかるコスト」は23億円、率にして13.4％の減となっ

ている。また、受益者負担比率は1.8％となっている。

○ 目的別にみると、教育が1,701億円と全体の31.8％を占めている。このうち、人件

費等「人にかかるコスト」が1,397億円となっている。

次いで、福祉が1,003億円（18.7％）、生活インフラ・国土保全が681億円（12.7％）

となっている。

○ 福祉については、生活保護費、児童扶養手当等の「社会保障給付」が115億円

（11.5％）、介護給付費法定負担金や後期高齢者医療県費負担金等の「補助金等」が

782億円（78.0％）となっている。

○ 生活インフラ・国土保全については、「減価償却費」が483億円（70.8％）となって

いる。

○ 5,356億円の経常行政コストに対し経常収益の合計は95億円で、これらの差引から

なる純経常行政コストは5,261億円であり、「人にかかるコスト」及び「その他にかか

るコスト」の減により前年度に比べ128億円、率にして2.4％の減となっている。
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○ 経常収益を経常行政コストで除した、いわゆる受益者負担比率は、1.8％である。

② 県民１人当たりの経常行政コスト

県民１人当たりの経常行政コストは総額271千円で、「人にかかるコスト」は105千

円、「物にかかるコスト」は64千円、「移転支出的なコスト」は94千円、「その他の

コスト」は８千円となっている。

○ 県民１人当たりの経常行政コストは、平成25年度末現在の経常行政コスト合計、経

常収益合計について、それぞれ平成26年３月末の住民基本台帳に基づく栃木県人口

1,975,458人で除して算出した。

○ 271千円の経常行政コストに対し、県民１人当たりの経常収益は、５千円であり、

これらの差引からなる県民１人当たりの純経常行政コストは、266千円となっている。
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３ 純資産変動計算書
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（１）作成方法

① 期首純資産残高

前年度の貸借対照表に計上された「純資産残高」を計上。

② 純経常行政コスト

当該年度の行政コスト計算書に計上された「純経常行政コスト」の金額を計上。

これは、資産形成につながらず、地方税等の一般財源で賄われるものなので、純資

産計算書上は、｢その他一般財源等｣の減となる。

③ 一般財源

地方税や地方交付税、その他行政コスト充当財源として、各種交付金、財産収入、

諸収入等を計上。

④ 補助金等受入

当該年度の国庫支出金のうち、その団体で行う普通建設事業費の財源となった金額、

並びに投資及び出資金、貸付金及び基金の財源となった金額の合計額を「公共資産等

整備国補助金等」に計上。

当該年度の国庫支出金から「公共資産等整備国補助金等」に計上した金額を除いた

金額を「その他一般財源等」に計上。

⑤ 臨時損益

経常的でない特別な事由に基づく損益が発生した場合に計上。例として、災害復旧

費や公共資産を除売却した際の損益等である。

⑥ 科目振替

ア 公共資産整備への財源投入

普通建設事業費決算額のうちその団体が行うものの金額から補助金の受入額及び

地方債の額を除いた額を計上。

イ 公共資産処分による財源増

公共資産の除売却により、貸借対照表の公共資産を減額した場合、当該公共資産

の前年度末残高に対する財源相当額を「公共資産等整備国補助金等」等から控除し、

それらの額を「その他一般財源等」に計上。

ウ 貸付金・出資金等への財源投入

積立金、投資及び出資金、貸付金、定額運用基金への繰出金決算額のうち、国庫

支出金及び地方債を財源としたもの以外の金額を「公共資産等整備一般財源等」に

計上し、同額を「その他一般財源等」から控除。
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エ 減価償却による財源増

公共資産の減価償却に対応する財源相当額を「公共資産等整備国補助金等」等か

ら控除し、同額を「その他一般財源等」に計上。

オ 地方債償還による財源振替

公共資産等整備に係る地方債の償還額を「公共資産等整備一般財源等」に計上し、

同額を「その他一般財源等」から控除。

カ 貸付金・出資金等の回収等による財源増

投資及び出資金又は貸付金の回収、基金の取り崩しに対する財源相当額を「公共

資産等整備国補助金等」等から控除し、同額を「その他一般財源等」に計上。

⑦ 資産評価替えによる変動額

貸借対照表に計上された公共資産における「売却可能資産」を再評価したことによ

り生じた評価額の差を計上。

⑧ 無償受贈資産受入

寄附等により無償で資産を受贈した場合、当該無償受贈資産の有形固定資産計上額

と同額を計上。

（２）内容

平成25年度内における純資産の変動は、64億円の減であり、その内訳は、純経常

行政コストによる減が5,261億円、地方税等の一般財源による増が4,210億円、補助

金等受入による増が1,025億円、臨時損益による減が33億円、資産評価替えによる

減が５億円となっている。
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４ 資金収支計算書
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（１）作成方法

① 経常的収支の部

地方公共団体において、経常的に行われている行政活動から発生する収支を計上。

ア 人件費、物件費、社会保障給付、補助金等

「地方財政状況調査表」に記載した額(以下、「決算額」という。)を計上。

イ 支払利息

当該年度の地方債利子償還額及び一時借入金利子を計上。

ウ 他会計等への事務費等財源繰出支出

他会計に対する繰出のうち、建設費繰出及公債費財源繰出以外の金額を計上。

エ その他支出

維持補修費、災害復旧事業費及び失業対策事業費の決算額を計上。

オ 地方税、地方交付税

それぞれ、決算額を計上。

カ 国補助金等、使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金、諸収入、地方債発行額、

基金取崩額

それぞれ、決算額から公共資産整備収支の部及び投資・財務的収支の部に計上さ

れた額を除いた額を計上。

キ その他収入

繰越金を除く歳入項目の決算額から公共資産整備収支の部及び投資・財務的収支

の部に計上された額を除いた額を計上。

② 公共資産整備収支の部

公共資産整備に伴う支出と、それに伴う収入を計上。

ア 公共資産整備支出

普通建設事業費の決算額のうち、その団体で行うものとして計上した額を計上。

イ 公共資産整備補助金等支出

普通建設事業費の決算額のうち、公共資産整備支出に計上された額を除いた額を

計上。

ウ 他会計等への建設費充当財源繰出支出

他会計に対する建設費繰出の決算額を計上。

エ 国補助金等、地方債発行額、基金取崩額

それぞれ、決算額のうち、普通建設事業費の財源となった額を計上。

オ その他収入

使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金、財産収入、諸収入のうち、普通建設

事業費または他会計への建設費繰出の財源となった額を計上。
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③ 投資・財務的収支の部

ア 投資及び出資金、貸付金

それぞれ、決算額から法適用の公営企業等に対する出資金を除いた額を計上。

イ 基金積立額、定額運用基金への繰出支出、他会計等への公債費充当財源繰出支出

それぞれ、決算額を計上。

ウ 地方債償還額

当該年度の地方債元金償還額を計上。

エ 国補助金等、基金取崩額、地方債発行額、その他収入

それぞれ、決算額のうち、投資・財務的支出の財源となった額を計上。

オ 貸付金回収額

当該年度貸付金回収元金を計上。

カ 公共資産等売却収入

財産売払収入の決算額を計上。

（２）内容

平成25年度末の歳計現金残高は168億円であり、平成24年度末との比較では、２

千万円、率にして0.1％の増となっている。

○ 経常的収支は、1,305億円の黒字となっている。支出内訳としては、人件費が2,198

億円、補助金等が1,452億円、物件費が260億円等であり、合計が4,279億円である。

これに対する収入額は、地方税が2,355億円、地方交付税が1,287億円、国補助金等が

604億円等であり、合計が5,584億円である。

○ 公共資産整備収支は、222億円の赤字となっている。支出内訳としては、自団体で

社会資本を整備する公共資産整備支出が765億円、他団体に補助金を支出して公共資

産を整備する公共資産整備補助金等支出が228億円等であり、合計995億円である。こ

れに対する収入額は、地方債発行額が318億円、国補助金等が346億円等であり、合計

が773億円である。

○ 投資・財務的収支は、1,083億円の赤字となっている。支出内訳としては、貸付金

が991億円、地方債償還額が841億円等であり、合計2,187億円である。これに対する

収入額は、貸付金回収額が1,000億円、国補助金等が75億円等であり、合計1,104億円

である。

26



Ⅱ 県全体の財務４表
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● 作成の基準

○ 対象とした会計

普通会計（一般会計及び９特別会計（公債管理、自動車取得税・自動車税納税証紙、

馬頭最終処分場事業、県営林事業、林業・木材産業改善資金貸付事業、母子寡婦福祉

資金貸付事業、心身障害者扶養共済事業、小規模企業者等設備資金貸付事業、就農支

援資金貸付事業））、公営企業会計（流域下水道、病院、電気、水道、工業用水道、用

地造成、施設管理）

○ 作成の基準日

平成26年３月31日（ただし、出納整理期間における出納については、基準日までに

終了したものとする。）

○ 県全体の純計を算出するための会計間の調整

県全体の純計を算出するため、会計間の貸付金、借入金、投資及び出資金等は相殺

している。
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１ 貸借対照表
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○普通会計の貸借対照表との比較

（単位：千円）

○ 普通会計に７公営企業会計を加えた県全体の資産総額は３兆5,091億円であり、普

通会計と比較すると、1.05倍の規模となっている。そのうち、公共資産が３兆2,453

億円であり、全体の92.5％を占めている。

○ 公共資産のうち、有形固定資産は３兆2,226億円であり、その内訳は、道路・河川

施設等の生活インフラ・国土保全が２兆3,241億円（構成比72.1％）、農業基盤施設や

治山・林道等の産業振興が3,295億円（構成比10.2％）、県立高校や社会教育施設等の

教育が2,801億円（構成比8.7％）となっており、総額は196億円、率にして0.6％の減

となっている。

○ 資産形成等に要した資金の割合は、負債が40.1％、純資産が59.9％となっている。

○ 地方債残高（固定負債の地方債と流動負債の翌年度償還予定地方債の合計）は１兆

1,661億円となっている。

普通会計　A 県全体の会計　B B/A

資産合計 3,344,237,580 3,509,116,425 1.05

うち公共資産 3,069,872,408 3,245,258,753 1.06

負債合計 1,350,443,138 1,405,892,034 1.04

うち地方債 1,118,707,373 1,166,123,397 1.04

純資産合計 1,993,794,442 2,103,224,391 1.05

32



２ 行政コスト計算書
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○ 経常行政コストは総額5,580億円であり、「人にかかるコスト」は2,152億円、「物に

かかるコスト」は1,444億円、「移転支出的なコスト」は1,820億円、「その他のコスト」

は164億円となっている。

○ 目的別にみると、教育が1,701億円と全体の30.5％を占めている。このうち、人件

費等「人にかかるコスト」が1,397億円となっている。

次いで、福祉が1,003億円（18.0％）、生活インフラ・国土保全が766億円（13.7％）

となっている。

○ 5,580億円の経常行政コストに対し経常収益の合計は291億円で、これらの差引から

なる純経常行政コストは5,289億円であり、前年度に比べ131億円、率にして2.4％の

減となっている。

○ 経常収益を経常行政コストで除した、いわゆる受益者負担比率は、5.2％であり、

0.1％の増となっている。
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３ 純資産変動計算書
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○ 平成25年度内における純資産の変動は、３億円の増であり、その内訳は、純経常行

政コストによる減が5,289億円、地方税等の一般財源による増が4,275億円、補助金等受

入による増が1,043億円、臨時損益による減が33億円、資産評価替えによる変動額が７

億円の増等となっている。

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 2,102,904,236

純経常行政コスト △ 528,907,069

一般財源

地方税 234,312,760

地方交付税 128,666,527

その他行政コスト充当財源 64,477,796

補助金等受入 104,266,582

臨時損益

災害復旧事業費 △ 1,073,078

公共資産除売却損益 461,030

投資損失 △ 666,136

損失補償等引当金繰入金 △ 1,994,409

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入

減価償却による財源増

地方債償還に伴う財源振替

貸付金・出資金等の回収等による財源増等

資産評価替えによる変動額 727,507

無償受贈資産受入 0

その他 48,645

期末純資産残高 2,103,224,391

栃木県全体の純資産変動計算書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日
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４ 資金収支計算書

39



○資金収支計算書比較

（単位：千円、％）

○ 経常的収支は、1,361億円の黒字となっている。支出内訳としては、人件費が2,266

億円、補助金等が1,453億円、物件費が355億円等であり、合計が4,442億円である。

これに対する収入額は、地方税が2,355億円、地方交付税が1,287億円、国補助金等が

631億円であり、合計が5,803億円である。

○ 公共資産整備収支は、231億円の赤字となっている。支出内訳としては、自団体で

社会資本を整備する公共資産整備支出が803億円、他団体に補助金を支出して公共資

産を整備する公共資産整備補助金等支出が228億円であり、合計1,031億円である。こ

れに対する収入額は、地方債発行額が334億円、国補助金等が355億円等であり、合計

が800億円である。

○ 投資・財務的収支は、1,093億円の赤字となっている。支出内訳としては、貸付金

が991億円、地方債償還額が896億円等であり、合計2,217億円である。これに対する

収入額は、貸付金回収額が997億円、国補助金等が84億円等であり、合計1,124億円で

ある。

平成24年度　A 平成25年度　B 増減(B-A) 伸び率

支出 452,234,895 444,249,508 ▲ 7,985,387 ▲ 1.8

収入 577,499,002 580,354,836 2,855,834 0.5

収支額 125,264,107 136,105,328 10,841,221 8.7

支出 93,598,691 103,132,625 9,533,934 10.2

収入 72,547,570 80,019,084 7,471,514 10.3

収支額 ▲ 21,051,121 ▲ 23,113,541 ▲ 2,062,420 9.8

支出 235,422,395 221,714,665 ▲ 13,707,730 ▲ 5.8

収入 135,523,494 112,385,937 ▲ 23,137,557 ▲ 17.1

収支額 ▲ 99,898,901 ▲ 109,328,728 ▲ 9,429,827 9.4

4,314,085 3,663,059 ▲ 651,026 ▲ 15.1

41,432,716 45,095,775 3,663,059 8.8

当年度資金増減額

期末資金残高

区　　　　　　分

１　経常的収支の部

２　公共資産整備収支の部

３　投資・財務的収支の部
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Ⅲ 連結財務４表
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● 作成の基準

○ 対象とした会計

・ 普通会計（一般会計及び９特別会計（公債管理、自動車取得税・自動車税納税証

紙、馬頭最終処分場事業、県営林事業、林業・木材産業改善資金貸付事業、母子寡

婦福祉資金貸付事業、心身障害者扶養共済事業、小規模企業者等設備資金貸付事業、

就農支援資金貸付事業））

・ 公営企業会計（流域下水道、病院、電気、水道、工業用水道、用地造成、施設管

理）

・ 一部事務組合、地方三公社、出資比率25％以上の第３セクター等19法人の合計23

法人（次頁参照）

○ 作成の基準日

平成26年３月31日（ただし、出納整理期間における出納については、基準日までに

終了したものとする。）

○ 県全体の純計を算出するための会計間の調整

県全体の純計を算出するため、連結対象会計間の貸付金、借入金、投資及び出資金、

補助金・委託料の授受等は相殺している。
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１ 貸借対照表
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○ 普通会計、県全体の貸借対照表との比較表

（単位：千円）

○ 県全体の会計に一部事務組合、地方三公社、出資比率25％以上の第三セクター等19

法人の合計23法人を加えた連結会計の資産総額は３兆5,661億円であり、普通会計と

比較すると1.07倍、県全体の会計と比較すると1.02倍の規模となっている。そのうち、

公共資産が３兆2,665億円であり、全体の91.6％を占めている。

○ 公共資産のうち、有形固定資産は３兆2,433億円であり、その内訳は、道路・河川

等の生活インフラ・国土保全が２兆3,252億円（構成比71.7％）、農業基盤施設や治

山・林道等の産業振興が3,314億円（構成比10.2％）、県立高校や社会教育施設等の教

育が2,807億円（構成比8.7％）となっている。

○ 資産形成等に要した資金の割合は、負債が40.0％、純資産が60.0％となっている。

普通会計　A 県全体の会計　B 連結　C C/A C/B

資産合計 3,344,237,580 3,509,116,425 3,566,119,488 1.07 1.02

うち公共資産 3,069,872,408 3,245,258,753 3,266,487,601 1.06 1.01

負債合計 1,350,443,138 1,405,892,034 1,426,778,962 1.06 1.01

うち地方債 1,118,707,373 1,166,123,397 1,165,034,380 1.04 1.00

純資産合計 1,993,794,442 2,103,224,391 2,139,340,525 1.07 1.02
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２ 行政コスト計算書
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○ 経常行政コストは総額5,685億円であり、「人にかかるコスト」は2,188億円、「物に

かかるコスト」は1,465億円、「移転支出的なコスト」は1,816億円、「その他のコスト」

は216億円となっている。

○ 目的別にみると、教育が1,701億円と全体の29.9％を占めている。このうち、人件

費等「人にかかるコスト」が1,398億円となっている。

次いで、福祉が1,020億円（17.9％）、生活インフラ・国土保全が817億円（14.4％）

となっている。

○ 5,685億円の経常行政コストに対し経常収益の合計は411億円で、これらの差引から

なる純経常行政コストは、5,274億円となっている。

○ 経常収益を経常行政コストで除した、いわゆる受益者負担比率は、7.2％となって

いる。
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３ 純資産変動計算書
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○ 平成25年度内における純資産の変動は、77億円の減であり、その内訳は、純経常行

政コストによる減が5,274億円、地方税等の一般財源による増が4,274億円、補助金等

受入による増が1,045億円、臨時損益による減が33億円、資産評価替え等による増が

７億円となっている。

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 2,147,017,205

純経常行政コスト △ 527,420,545

一般財源

地方税 234,312,760

地方交付税 128,666,527

その他行政コスト充当財源 64,466,520

補助金等受入 104,525,656

臨時損益

災害復旧事業費 △ 1,073,078

公共資産除売却損益 460,513

投資損失 △ 666,136

損失補償等引当金繰入金 △ 1,994,409

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入

減価償却による財源増

地方債償還に伴う財源振替

貸付金・出資金等の回収等による財源増等

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 709,460

無償受贈資産受入 0

その他 △ 9,663,948

期末純資産残高 2,139,340,525

連結純資産変動計算書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日
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４ 資金収支計算書
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○ 経常的収支は、1,387億円の黒字となっている。支出内訳としては、人件費が2,303

億円、補助金等が1,449億円、物件費が370億円等であり、合計が4,543億円である。

これに対する収入額は、地方税が2,355億円、地方交付税が1,287億円、国補助金等が

649億円であり、合計が5,930億円である。

○ 公共資産整備収支は、231億円の赤字となっている。支出内訳としては、自団体で

社会資本を整備する公共資産整備支出が808億円、他団体に補助金を支出して公共資

産を整備する公共資産整備補助金等支出が228億円等であり、合計1,036億円である。

これに対する収入額は、地方債発行額が334億円、国補助金等が355億円等であり、合

計が805億円である。

○ 投資・財務的収支は、1,105億円の赤字となっている。支出内訳としては、貸付金

が991億円、地方債償還額が896億円等であり、合計2,221億円である。これに対する

収入額は、貸付金回収額が994億円、国補助金等が86億円等であり、合計1,116億円で

ある。
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